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会社概要

宇多津

（平成２９年４月現在）

社名 四国旅客鉄道株式会社

設立 昭和６２年４月１日

資本金 ３５億円

社員数 ２，４５０人

営業キロ ８５５．２ｋｍ

駅数 ２５９駅（内臨時駅２駅）

旅客列車本数 １，００６本 ／ 日

株主 鉄道建設・運輸施設
整備支援機構(100%)

JR四国の概要
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ＪＲ北海道

ＪＲ西日本

ＪＲ東 海

ＪＲ東日本

ＪＲ九 州

ＪＲ四 国

ＪＲ貨 物

日本国有鉄道改革法

第6条（旅客鉄道事業の分割及び民営化）
（略）その役割を担うにふさわしい適正な経営規模の下において旅客輸送需要

の動向に的確に対応した効率的な輸送が提供されるようその事業の経営を分割

するとともに、その事業が明確な経営責任の下において自主的に運営されるよ

うその経営組織を株式会社とするものとする。

第1条（趣旨）
この法律は、日本国有鉄道による鉄道事業その他の事業の経営が破綻し、現

行の公共企業体による全国一元的経営体制の下においてはその事業の適切かつ

健全な運営を確保することが困難となつている事態に対処して、これらの事業

に関し、輸送需要の動向に的確に対応し得る新たな経営体制を実現し、その下

において我が国の基幹的輸送機関として果たすべき機能を効率的に発揮させる

ことが、国民生活及び国民経済の安定及び向上を図る上で緊要な課題であるこ

とにかんがみ、これに即応した効率的な経営体制を確立するための日本国有鉄

道の経営形態の抜本的な改革（以下「日本国有鉄道の改革」という。）に関す

る基本的な事項について定めるものとする。

国は、北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び九州旅客鉄道株

式会社（以下「北海道旅客会社等」という。）の設立に際し、それぞれに基金

を置かせるものとし、その運用により生ずる収益をその事業の運営に必要な費

用に充てることにより、北海道旅客会社等の経営の安定を図るものとする。

２ 日本国有鉄道は、北海道旅客会社等に対し、前項に規定する基金に充て

るために必要な金額に相当する額の債務を負担するものとする。

第12条（経営の安定のための基金）○資本金 35億円
○株 主 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備

支援機構(100%)
○主な経営諸元（H29.4.1現在）
・鉄道旅客営業キロ 855.2㎞
・旅客列車運転本数 1,006本（日あたり）
・鉄道車両数 439両
・駅の数 259駅
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JR四国発足の経緯（分割民営化）



・ＪＲ三島会社は営業損失が見込まれるため、
営業損失の補填機能に経営安定基金を設置

・ＪＲ本州三社及びＪＲ貨物は、長期債務を承継

費用

収入

負債

流動資産

固定資産 資本金等

※数値は国鉄改革時の
Ｓ６２年度見通し損益計算書 貸借対照表

金融資産の運用により
得られる収益で損失を補填

※数値は国鉄改革時の
Ｓ６２年度首試算値

４５７億円

経営安定基金
運用益

３０８億円

１５２億円

３０億円

１，１１４億円

１００億円

１，０４４億円

利益 ３億円

経営安定基金の
想定利回り ７．３％

※ １０年間（Ｓ52.1～S61.12）における
１０年国債の応募者平均利回りは、７．３％

※

経営安定基金経営安定基金資産

２，０８２億円
２，０８２億円
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JR四国発足の経緯（基本財務スキーム）
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鉄道整備の状況

ＪＲ四国 全国平均(JR) ＪＲ四国 全国平均(JR)

営業キロ 855.2km － 880.7km －

○電化延長 235.4km －  56.7km －

電化率 27.5% 6.4% 49.3%
○複線化延長  50.8km －  25.8km －

複線化率 5.9% 2.9% 30.5%

平成２９年４月 昭和６２年４月

※全国平均は電化率が平成２６年度、複線化率が平成２７年度の数値

四国の路線状況

55.7%※

32.5%※
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※社員数は各年度首
JR四国本体 子会社等への出向 列車キロ 車両キロ

社
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万
㌔
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㌔
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社員数と列車キロ・車両キロの推移


